
 

 

平成 30年 10月 10 日 

  

各    位 

会 社 名   株式会社フォーバル      

代表者名   代表取締役社長 中島 將典 

（コード番号：８２７５ 東証第一部） 

問合せ先   常務取締役    加藤   康二 

電話 ０３-３４９８-１５４１ 

     

  

連結子会社の異動及び特別利益の計上に関するお知らせ 

 

本日、当社の連結子会社である株式会社リンクアップ（以下、「リンクアップ社」）は自己株式の

取得を目的とする臨時株主総会の開催を決議いたしました。当社はこれに従い保有する同社株式の

一部を譲渡することといたしますので、下記のとおりお知らせいたします。 

本件株式譲渡に伴い、リンクアップ社は当社の持分法適用会社となります。 

 

記 

 

１．異動の理由 

 当社は平成 19 年５月に第三者割当増資の引受によりリンクアップ社を連結対象子会社といたし

ました。その目的は同社が保有する店舗展開のノウハウの獲得やモバイル端末に関連する法人向け

事業展開のスピードアップを狙いとしたものでした。以来、リンクアップ社は業績も順調に改善し

配当金を継続して出すまでになりましたが、本来の目的であるシナジー効果が当社グループとして

は十分に得られず、またコンシューマー事業が中心のリンクアップ社に対して企業向け支援事業が

主たる当社グループの支援効果が十分に発揮されない状況があり、いわゆる「モバイルショップ」

における激しい変化の下、双方にて打開策を模索しておりました。 

 その結果、リンクアップ社による自己株式取得により現在の代表取締役である西元孝氏が筆頭株

主となることで経営環境の改善を求めたいとするリンクアップ社の強い要請を受け入れる事とし

ました。 

 

２．異動の方法 

当社が保有するリンクアップ社の株式の一部をリンクアップ社が自己株式取得することで、連結

子会社から持分法適用会社へ変更する予定です。 

 尚、譲渡後の当社持分比率は他株主の株式譲渡の状況により決定いたしますが、現時点では概ね

20％となる見通しです。 

 

 



 

 

３．異動する子会社の概要 

（１）名 称 株式会社リンクアップ 

（２）所 在 地 東京都港区高輪２-18-10 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 西元 孝 

（４）事 業 内 容 移動体通信を中心とした通信事業 

（５）資 本 金 50,000千円 

（６）設 立 年 月 日 平成 10年５月７日 

（７）大株主及び持株比率 当社 67.0% 西元 孝 30.8% 

（８）上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資本関係 当社は当該会社の株式を 67.0%保有

しております。 

人的関係 当社の取締役 2名が当該会社の取締

役を兼任している他、当社従業員３

名が当該会社に出向しております。 

取引関係 当社は当該会社との間で営業取引、

金銭の貸付等を行っております。 

（９）最近３年間の財政状態及び経営成績 

決 算 期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 平成 30年３月期 

純 資 産 369百万円 505百万円 616百万円 

総 資 産 2,632百万円 2,507百万円 2,999百万円 

１株当たり純資産 14,048.39円 19,231.97円 23,457.43円 

売 上 高 11,572百万円 9,928百万円 11,078百万円 

営 業 利 益 384百万円 272百万円 190百万円 

経 常 利 益 381百万円 276百万円 241百万円 

当 期 純 利 益 296百万円 180百万円 163百万円 

１株当たり当期純利益 11,263.68円 6,883.58円 6,225.45円 

１株当たり配当金 1,700円 2,000円 2,000円 

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式数の状況 

異動前の所有株式数 17,600株 

（議決権の数：17,600個） 

（議決権所有割合：67.0％） 

譲 渡 株 式 数 15,580株 

譲 渡 価 額 467百万円 

異動後の所有株式数 2,020株 

（議決権の数：2,020個） 

 

 



 

 

５．異動の日程 

当社取締役会決議日 平成 30年 10月 10日 

当該会社臨時株主総会 平成 30年 10月 18日 

当該会社自社株買い実行 平成 30年 10月 20日～31日（予定） 

 

６．今後の見通し 

当該子会社株式に関しては平成 22 年３月期において全額減損処理を行っているため個別決算に

おいては売却額と同額の 467百万円の特別利益が発生する見通しです。連結決算においては平成 30

年９月末の当該子会社の純資産を基準に簿価を算定することとなります。 

また今後の見通しにおいて当該子会社の下半期の売上高が連結決算上は計上されないこととな

りますが、その他今後の当社連結業績見通しに与える影響については精査を行い、開示すべき事項

が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 

 

以   上  


